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令
和
４
年
度
決
算
報
告

幕
別
町
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　
令
和
４
年
度
決
算
が
ま
と
ま
り
、９
月
に
開
か
れ
た
町
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
か
ら
歳
出
を
引
い
た
収
支
は
、７
億
９
９
９
２
万
円
の
黒
字
と
な
り
、前
年
度
比
較
で

は
、歳
入
で
３
億
５
７
５
２
万
円
の
増（
１
・
９
％
増
）、歳
出
で
５
億
３
８
１
７
万
円
の
増（
３
・
0
％
増
）と

な
り
ま
し
た
。

　
過
去
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
は
、町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

政
策
推
進
課（
☎
０
１
５
５‐54‐６
６
１
０
）

歳　入（一般会計）歳　出（一般会計）

◆会計別の決算状況
歳　入（Ａ） 歳　出（Ｂ） 差　引（Ａ－Ｂ）

一 般 会 計 195億1448万円 187億1456万円 7億9992万円

特　
別　
会　
計

国 民 健 康 保 険 29億  235万円 28億6086万円 4149万円
後 期 高 齢 者 医 療 4億6297万円 4億6249万円 48万円
介 護 保 険 29億5072万円 26億7918万円 2億7154万円
簡 易 水 道 4億8771万円 4億7608万円 1163万円
公 共 下 水 道 11億8914万円 11億7765万円 1149万円
個 別 排 水 処 理 2億1025万円 2億  674万円 351万円
農 業 集 落 排 水 8603万円 8236万円 367万円
合 計 278億  365万円 266億5992万円 11億4373万円

　一般会計の歳入（Ａ）と歳出（Ｂ）の差引（Ａ－Ｂ）７億9992万円のうち、２億7532万円を令和５年度に
繰り越し、３億6000万円を財政調整基金に、１億6460万円を減債基金に積立（貯金）しました。

※資金不足比率の対象：簡易水道事業、公共下水道事業、個別排水処理事業、農業集落排水事業、水道事業

187億1457万円
（前年度比：５億3817万円増、3.0％増）

195億1448万円
（前年度比：３億5752万円増、1.9％増）

◆地方債
　道路や公園、学校など長期間にわたって使用す
る公共施設の整備には多額の費用が必要です。そ
のため、整備費用の一部を地方債（借金）で賄い、
単年の負担を小さくし、何年にもわたって返済す
ることで、施設を利用する全ての世代に整備費用
を公平に負担してもらうことができます。

令和３年度 令和４年度
借 入 額 21億6499万円 17億3683万円

返 済 額 17億7852万円 18億6115万円

地方債残高 181億  993万円 179億8561万円

◆基金
　大幅に税収が減少した場合や災害など予定
外の支出に備える「財政調整基金」や、地方債
の返済に備える「減債基金」、特定の目的を達
成するために使用する「特定目的基金」があり
ます。

令和３年度 令和４年度
財政調整基金 16億2000万円 13億7100万円

減 債 基 金 2億9257万円 1億7897万円

特定目的基金 13億4432万円 13億2288万円

基 金 残 高 32億5689万円 28億7285万円
※それぞれの基金は、各年度末（３月末）現在の残高

◆令和４年度に行った主要な事業
１ 協働と交流で住まいる
マイホーム応援事業 5370万円
２ 特色ある産業で住まいる
持続的畑作生産体系確立緊急対策事業 1億1683万円
３ 人がいきいき住まいる
札内青葉保育園建設費補助事業 　5427万円
ふれあいセンター福寿改修事業 　7179万円
４ 豊かな学びと文化、スポーツで住まいる
魅力ある高校づくり支援事業 1010万円
小・中学校長寿命化改修事業 5億  126万円
５ 自然との調和で快適な住まいる
公営住宅建設事業  6億3178万円

◆健全化判断比率と資金不足比率
　令和４年度決算をもとに「地方公共団体の財政の健全化に関する法
律」の規定による財政の健全化度を算定しました。どの指標も国の基
準を下回り、本町の財政状況は健全であるという結果となりました。
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総務費は高度無線環境整備推進事業の皆増など
により、８億2110万円増加しました。

　歳入全体のうち、町自身で確保できる町税などの自主財源は60億
7860万円（歳入の31.2％）で、地方交付税や国庫（道）支出金などの依
存財源は134億3588万円（歳入の68.8％）となっています。

◆実質公債費比率の推移 ◆将来負担比率の推移

その他
₈億1508万円

職員費
18億3564万円 総務費　22億6681万円

庁舎や近隣センターなどの公共施設の維持管理、新型コ
ロナウイルス感染症対策、統計などにかかったお金

民生費　41億9578万円
高齢者や障がい者などの医療・福祉、子育て支援などに
かかったお金

衛生費　10億7639万円
健康診断や予防接種などの保健衛生、ごみ処理などの
環境衛生にかかったお金

農林業費　13億1541万円
農林業・畜産業の振興や土地改良事業
などにかかったお金

商工費　₈億6305万円
商工業や観光振興などにかかったお金

土木費　24億3228万円
道路の除雪や公園などを
整備するお金

教育費　19億8597万円
学校教育や社会教育施設、図書館の
運営などにかかったお金

公債費　19億2816万円
公共施設を造るときなどに借りた
お金（地方債）の返済金

固定資産税
4万7081円

軽自動車税
3519円

町たばこ税
7598円

入湯税
361円

町民１人当たりが負担したお金 
（町税※法人にかかる税金も含む） 11万8297円 ※令和５年３月末の人口

（25,778人）で計算
総務費

8万7936円
民生費

16万2766円
衛生費

4万1756円
農林業費

5万1028円
商工費

3万3480円

72万5989円

町民１人当たりに
使われたお金

土木費
9万4355円

教育費
7万7041円

公債費
7万4799円

職員費・その他
10万2828円

◆令和４年度に行った主な新型コロナウ
イルス感染症対策事業

１企画・総務分野
公共施設換気対策事業 5856万円
２ 福祉・介護・子育て分野
後期高齢者世帯生活応援給付金事業 7278万円
子育て支援施設感染防止対策事業 175万円
３ 教育分野
小・中学校ＩＣＴ環境整備事業 　793万円
４ 経済・建設分野
町内宿泊施設宿泊費助成事業 750万円
スーパープレミアム商品券発行事業 4927万円
電子地域通貨導入支援事業 8956万円
水道料金負担軽減対策支援事業 2620万円

町税
30億4946万円15.6％

15.6％

自主
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31.2%依存

財源
68.8%

7.2％
8.9％

その他自主財源
30億2914万円

地方譲与税等
10億8545万円

道支出金
14億1140万円

国庫支出金
28億3133万円

地方債
17億3683万円

32.6％
地方交付税
63億7087万円
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 ・ 実質公債費比率
年間の借金返済額の割合

 ・ 将来負担比率
将来に負担が見込まれる負債（借
金）の割合

 ・ 資金不足比率
公営企業ごとの資金不足額の割合

 ・ 実質赤字比率
一般会計を中心とした赤字の割合

 ・ 連結実質赤字比率
一般会計のほか、特別会計も含め
た全会計の赤字の割合

用語の説明

※令和５年３月末の人口（25,778人）で計算

過去の財政状況

町民税
5万9738円

民生費は札内青葉保育園建設費補助事業の減や
非課税世帯臨時特別給付金給付事業の減などに
より、６億8365万円減少しました。
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町職員の人事行政・給与などを公表します
　人事行政における公平性と透明性を高めるため、「幕別町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に
基づき、町職員の給与や職員数、勤務条件などを公表します。
※詳細は、役場１階ロビー、札内支所、忠類総合支所で閲覧することができます。また、町ホームページ「町政

情報」にも掲載しています。
総務課総務係（☎0155-54-6608）
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幕別町 十勝管内市町村平均

97.0 97.0
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ラスパイレス指数（一般行政職）

　ラスパイレス指数とは、国家公務
員の給料水準を100とした場合の地
方公務員の割合を示したものです。
十勝管内市町村平均とは、十勝管内
19市町村のラスパイレス指数を単
純平均したものです。
　幕別町は、令和４年４月現在で
97.2となっています。

職員給与費の状況（令和４年度決算）

区分 普通会計 企業会計

職員数（Ａ）
企業会計は一部職員を除く

319人 ３人

給
与
費

給料 9億8695万1000円 1121万8000円

職員手当 2億2890万円 304万8000円

期末・
勤勉手当 3億5065万1000円 529万円

計（Ｂ） 15億6650万2000円 1955万6000円

１人当たりの
給与費（Ｂ/Ａ） 491万1000円 651万9000円

※職員手当には退職手当を含んでいません。

勤務時間の状況

１週間の勤務時間 38時間45分

１日の勤務時間 ７時間45分

勤
務
時
間
の
割
振

始業時刻 午前８時45分

終業時刻 午後５時30分

休憩時間 正午～午後１時

週休日 土・日曜

職員の研修の状況（令和４年度）

　職員研修は、町行政を担う職員一人ひとりが、住民と
の協働の町づくりを考え、効率的かつ効果的な行政運
営に努めるため、職員の資質の向上を図ることを目的
に実施しています。

区分 内容 延べ参加人数

職場研修
業務上必要な専門知識
などの習得を目的に実
施する研修

754 人

特別研修
国 な ど へ の 派 遣 研 修、
各種研修機関が実施す
る研修

107 人

自主研修 職員の自主的なプログ
ラムに基づき行う研修 ０人

人件費の状況（令和４年度決算）

区分 普通会計 企業会計

歳出額（Ａ） 186億8413万2000円 4億8306万1000円

人件費（Ｂ） 26億776万2000円 2303万1000円

人件費率
（Ｂ/Ａ） 14.0％ 4.8％

（参考）
Ｒ３人件費率 14.3％ 4.2％

※人件費は、職員の給料および共済費の総額のほか、町議会
議員や審議会などの委員に支払う報酬を含んでいます。

分限処分と懲戒処分の状況

　分限処分とは、勤務実績が良くない場合や心身の故
障などの理由で、職務が十分に果たせないなどの場合
に、公務能率の維持を目的に職員に対して行う処分で
す。また、懲戒処分とは、職員の義務違反に対する道義
的責任を問い、秩序維持を図ることを目的として行う
制裁的処分です。
　令和４年度は、分限処分11件、懲戒処分（戒告以上）
２件となっています。

休暇・休業の状況

　職員の休暇には、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇
（育児、忌引、夏季休暇など）、介護休暇などがあります。

年次有給休暇は年間20日間付与され、その年に使用
しなかった日数がある場合は、20日を超えない範囲
で翌年に繰り越すことができます。
　令和４年の職員１人当たりの平均取得日数は、10.7
日でした。また、育児休業取得者は７人となっています。

人事評価の状況

　職員一人ひとりの勤務実績や能力について公正か
つ的確に評価し、その結果に基づく人事管理を行うこ
とで、公務の能率的かつ適正な運営を確保して組織の
活性化につなげることを目的に実施しています。
　組織全体のさらなる能力向上を目指します。

退職管理の状況

　町職員を退職し、営利企業などに再就職した元職員
による、離職前の職務に関する現職職員への働きかけ
は禁止されています。
　令和４年度については、該当がありませんでした。

公平委員会の状況

　公平委員会とは、職員の利益の保護と公正な人事権
の行使を保障するため、職員からの措置要求などを審
査する独立した機関です。
　職員は、この公平委員会に対し、勤務条件に関する
措置の要求や不利益処分に対する不服申し立てなど
をすることができますが、令和４年度については、該
当がありませんでした。

特別職の給料などの状況

区分 令和４年度 令和５年度

給料

町長 83万円 83万円

副町長 68万4000円 68万4000円

教育長 60万8000円 60万8000円

報酬

議長 32万3000円 32万3000円

副議長 25万8000円 25万8000円

常任委員長 23万1000円 23万1000円

議員 21万2000円 21万2000円
※各年４月１日現在

部 門 令和４年度 令和５年度 前年度比較
一般行政部門

議 会 ４人 ４人 ０人
総 務 61人 64人 ３人
税 務 14人 14人 ０人
民 生 51人 52人 １人
衛 生 17人 18人 １人
労 働 １人 １人 ０人
農 林 水 産 25人 26人 １人
商 工 ５人 ５人 ０人
土 木 19人 20人 １人

特別行政部門
教 育 30人 30人 ０人

公営企業等会計部門
水 道 ５人 ５人 ０人
下 水 道 ５人 ６人 １人
そ の 他 14人 12人 △２人
合 計 251人 257人 ６人

※各年４月１日現在
※職員数は、すべての会計に属する職員数であり、非常勤職

員を除いています。
※令和５年４月１日から、地方公務員法第22条の２第１項

第２号の規定によるフルタイム会計年度任用職員として
95人を任用しました。

職員数の状況平均給料額、平均年齢など（一般行政職）

　職員の給料は、職務の内容と責任に応じた級と号給
から成り立つ給料表に定められています。 

区分 令和４年度 令和５年度

平均給料月額 29万5120円 29万2600円

平均年齢 40.8歳 40.7歳

初任給 大卒 18万2200円 18万5200円
高卒 15万  600円 15万4600円

※各年４月１日現在
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こども課保育係（☎ 54-6621）

※上記の時間はおおよその目安です。
※保育認定の方は、現在と同じく、認定時間により登降園の時間が変わります。（標準時間認定は上記のとおりで、短時間認定は８時30分～

16時30分が保育時間となり、この時間以外は延長保育となります。）
※教育認定の満３歳児は随時の入園（誕生日の翌月から）が可能で、同学年である２歳児クラスでの活動となります。

時　間
０～２歳児 ３～５歳児

教育認定 保育認定 教育認定 保育認定

７時30分～11時00分 登園（８時30分）
教育・保育活動

登園
教育・保育活動

登園（８時30分）
教育・保育活動

登園
教育・保育活動

11時00分～12時30分 給食／教育・保育活動 給食（11時15分～）／教育・保育活動

12時30分～14時45分 降園（13時00分） 午睡 降園（13時00分） 午睡（12時45分～）
延長保育（～16時00分） 延長保育（～16時00分）

14時45分～18時30分 保育活動
降園

保育活動
降園― ―

▶こども園のおおまかな１日の流れ
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な
ど
の
課
題
か
ら
、現
在
ま
で
関
係

機
関
に
お
け
る
協
議
を
重
ね
、保
護
者
意
見
聴
取
、パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し
、検
討
を

進
め
て
き
ま
し
た
。検
討
の
結
果
、令
和
６
年
度
か
ら
、「
保
育
所
型
認
定
こ
ど
も
園
」を
開
設
す

る
方
針
を
ま
と
め
、６
月
の
町
議
会
定
例
会
で
、認
定
こ
ど
も
園
の
設
置
に
係
る
関
係
条
例
が

可
決
さ
れ
、令
和
６
年
４
月
か
ら
、町
内
初
の
認
定
こ
ど
も
園
を
開
設
す
る
こ
と
が
決
定
し
ま

し
た
。こ
の
認
定
こ
ど
も
園
は
、幕
別
中
央
保
育
所
と
わ
か
ば
幼
稚
園
を
統
合
す
る
か
た
ち
で
、

現
在
の
幕
別
中
央
保
育
所
施
設
で
開
設
し
ま
す
。

新入園
申し込み手続きは

28ページをご覧ください。

他の保育施設と同じく、
11月中に

受け付けします。

延
長
保
育
の
拡
充

　

認
定
こ
ど
も
園
は
、同
じ
施
設
内
で
保

育
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
と
保
育
を
必
要

と
し
な
い
子
ど
も
を
一
緒
に
受
け
入
れ
し

て
教
育
と
保
育
を
一
体
的
に
提
供
し
、か

つ
、地
域
の
子
育
て
家
庭
を
対
象
に
子
育

て
不
安
に
対
応
し
た
相
談
や
親
子
の
集
い

の
場
も
併
せ
て
提
供
す
る
施
設
の
こ
と
で

す
。

　
さ
ま
ざ
ま
な
設
置
類
型
が
あ
り
ま
す
が
、

本
町
で
設
置
す
る
保
育
所
型
は
、認
可
保

育
所
が
幼
稚
園
機
能
を
備
え
た
施
設
で
す
。

職
員
の
資
格
要
件
が
保
育
士
資
格
の
み
で
、

保
育
士
確
保
を
円
滑
に
進
め
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。 認

定
こ
ど
も
園
と
は

　
現
在
、幼
稚
園
の
お
子
さ
ん
は
、土
曜
日

や
長
期
休
業
期
間
中
の
延
長
保
育
は
利
用

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー

新
た
な
施
設
に
つ
い
て

で
き
ま
せ
ん
が
、認
定
こ
ど
も
園
で
は
、保

護
者
の
利
便
性
を
考
え
て
、こ
の
期
間
も

利
用
で
き
る
よ
う
に
し
ま
す
。

　

料
金
は
１
時
間
200
円
で
、現
在
と
変
わ

り
あ
り
ま
せ
ん
。

　

現
在
、子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
の
ま
く

べ
つ
分
室
は
幕
別
中
央
保
育
所
内
に
設
置

し
て
い
ま
す
が
、今
後
は
幕
別
認
定
こ
ど

も
園
内
に
設
置
し
、引
き
続
き
、地
域
の
子

育
て
家
庭
を
対
象
に
子
育
て
不
安
に
対
応

し
た
相
談
や
親
子
の
集
い
の
場
も
併
せ
て

提
供
し
ま
す
。

　
既
存
の
幕
別
中
央
保
育
所
施
設
も
老
朽

化
が
進
ん
で
い
る
た
め
、移
行
後
の
施
設

の
整
備
方
針
は
現
在
検
討
中
で
す
。

幕別町の旧理容店を
改修した施設なので、

「幕理」と名付けました。

「幕別町空き施設利用サポートセンター」の
サポート活動
　町内に散在する空き施設の相談窓口として、今年７月３日、「幕

ま く り

理」施設内にオープンしました。
　「老朽化している施設でも利用できるか」「両親から譲り受けたが、どう処理していいか分から
ない」「空き施設を所有していることによるリスクはどのようなものがあるか」「地域活性化のた
めに空き施設を活用できるか」など、オープン以降、多くの相談を受けています。
　老朽化した空き施設は、所有者自らが「活用方法がない」と判断し、不動産への相談や掲載もな
く放置されていることが多いことから、まずは所有者の方と施設を確認し、対面で話をしながら
活用促進につなげていけたらと考えています。このサポートセンターを有効に活用いただければ
と思います。

▶場　　所　錦町52番地の２（幕理１階）
▶利用時間　月曜日～木曜日

午前９時～午後５時
※不在の場合は、役場商工観光課に在席し
　ていることがあります。

▶担  当  者　幕別町地域おこし協力隊
谷保 明洋（たにほ あきひろ）

▶電話番号　050-8887-3990
（商工観光課　☎ 54-6606）

幕別町空き施設
利用サポートセンター

幕
ま く

理
り

幕理の外観

担当者：谷保 明洋

改修中の様子


